





























































































































































真締川　（宇部市） 藍場川（萩市） 　 　
柳井川　（柳井市） 　 　 　
一の坂川（山口市） 　 　 　
香川 　 合引川（高松市） 　 　
徳島
　 撫養川（鳴門市） 　 　
　 新町川（徳島市） 　 　
愛媛 　 新町川（西条市） 　 　
兵庫
　 武庫川（西宮市） 住吉川（神戸市） 　
　 都賀川（神戸市） 芦屋川（芦屋市） 　
　 喜瀬川（播磨町） 石屋川（神戸市） 　
　 生田川（神戸市） 夙川　（西宮市） 　
岡山 　 　 西川　（岡山市） 　
島根 　 　 赤川　（出雲市） 　
福岡
　 　 紫川（北九州市） 　
　 　 那珂川（福岡市） 　
熊本
　 　 加勢川（熊本市） 　
　 　 坪井川（熊本市） 　
長崎 　 　 大手川（島原市） 　
広島
　 　 　 猿猴川（広島市）
　 　 　 京橋川（広島市）
　 　 　 太田川（広島市）
　 　 　 天満川（広島市）
　 　 　 本川　（広島市）




































定数項 円 　 何も条件がないときの基本地価となる（切片である）
駅からの距離 Km 負 距離が大きくなる程地価が下がる
容積率 ％ 正 大きいほど地価が上がる
前面道路幅 ｍ 正 広いほど地価が上がる
浸水地域 ダミー 負 浸水被害地域は地価低下
環境的要因河川までの距離 ｍ 負 距離が大きくなる程地価が下がる
護岸勾配 角度 負 角度が大きいほどアクセスが悪くなり地価が低下
河川そばが公園 ダミー 正 河川と周辺の環境が向上










河川名 計測数 河川名 計測数
芦屋川 286 真締川 210
住吉川 734 加茂川 276
夙川 482 新町川 176
石屋川 248 西川緑道 342
都賀川 348 赤川 186
武庫川 266 相引川 158
喜瀬川 360 撫養川 193







測点数 調整済みR2 F値 F値の有意確率 平均地価
5,564 0.13 279.01 0.000 163.46
　 係数 有意確率３）
定数 174.327 0.00 




測点数４） 調整済みR2 F値 有意確率 平均地価
5,178 0.18 164.29 0.000 163.46 
　 係数 有意確率
定数 119.031 0.000 



























































































715 0.63 172.55 0.00 129.90 
　 係数 有意確率
（定数） 29.750 .000
駅からの距離 -.007 .000
容積率 .162 .000
前面道路幅 1.555 .000
河川までの距離 .005 .056
護岸勾配 .631 .000
浸水区域 -11.534 .000
河川直近が道路
等ではない
12.683 .000図４　大都市河川網型（広島市）
　　　Google地図をダウンロード加工（筆者作成）
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配」が有意であったことを受けて、河川空間やそこに流れている水そのものに触れやすく
するような構造に改善すること、つまり都市河川を開放的な構造にすることで社会資本と
して有効に利用することができ、都市生活環境の向上に役立つことが分かった。非排除性
の回復によって公共財の便益が外部経済効果として、周辺市街地の環境を向上させ、また
資産価値の増加分として計測が可能であるという結果である。
　２つ目として河川網型では、河川が存在することで周辺地価が上がることを確認した。
河川直近の土地利用が公園や遊歩道であれば、大都市内の河川網は環境要素として一定の
存在価値が認められる。
　これらの実証結果から、今後、河川親水化によって環境便益を生み出せるのかといった
有効性の判断や、便益の大きさによる優先度比較などに本研究の計測方法を利用すること
で、限られた予算を有効に配分し都市環境の改善に資することができる。また設計施工に
あたって「非排除性を高める」という条件を、行政担当者や設計者が留意することができ
れば、それだけで都市の生活環境向上に良い影響をもたらすと考えられる。
注
１）寺田哲志「河川環境価値の計測−ヘドニック法による推計と地価変動による影響のパネル分析−」
『総合政策論叢』第22号、2012、35頁-55頁。
２）肥田野登『環境と社会資本の経済評価』 勁草書房、1997。
３）有意確率は通常５%を基準とする。0.05以下なら有意である。
４）基本的推計に変数を加えた際に、欠損値を含むケースが増え、これを処理して測点数が減少してい
る。
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